
はじめに

千葉県障害者就業・生活支援センター連絡協議会では、長年にわたり「雇用代行ビジネス」のあり方について、運営企業との協議を重ねてまいりました。

当協議会では、雇用の質や障がい者雇用の本質的なあり方の観点から、同ビジネスには多くの課題があると考えております。運営企業のみならず、利用企業への働きか

けや雇用率制度自体のあり方など、多角的なアプローチが必要であり、現在も議論を継続しています。

令和４年の障害者雇用促進法改正により、事業主の責務として「能力開発」が明記されました。国においても同様の見解が示されたことは、当協議会が課題提起を続け

てきた成果の一つと認識しております。一方で、重度障がい者への就業機会の提供や所得確保、引き上げられる法定雇用率の達成手段といった観点から、この仕組みを

「利点」と捉える声があることも事実です。

今回のアンケートは、千葉県内の障がい者就労に携わる皆様が、本ビジネスに対してどのような認識を持ち、客観的にどう評価されているかを把握するために実施い

たしました。集計の結果、「代行ビジネスの場だからこそ実現できること」への評価や、「賛同はしがたいが改善次第で良質な場になり得る」という期待、さらには、「本事業

を利用せざるを得ない雇用率制度そのものの課題」など、多岐にわたるご意見をいただくことができ、大変参考になりました。

ご協力いただきました皆様には、貴重なご意見を賜りましたこと、心より感謝申し上げます。

今回の結果を今後の協議に大いに役立ててまいりますので、今後とも引き続きご助力のほどよろしくお願い申し上げます。

千葉県障害者就業・生活支援センター連絡協議会

副会長 西村 拓士



これから、千葉県障害者就業・生活支援センター連絡協議会 特別部会にて実施した 障害者雇
用代行ビジネス、農園型ビジネスモデルについてのアンケート調査の報告をさせていただきます。





私達、ナカポツはこれまで「障害者雇用代行ビジネスは障害者雇用の形として望ましくない形である」と発
信を続けています。しかし、雇用率が増える中で代行ビジネスの数も増えており、令和6年11月の厚生労働
省の発表では10年前の1社から今では全国で39社。働いている人は9355人以上と発表されています。



増えていく要因として、一見すると誰も損をしない仕組みとなっていることが考えられます。障害当事者と
家族からは就職できる、工賃より高い給与がもらえる。雇用する企業は法定雇用率を達成できる。支援機関
は就職実績が増える。行政は地域障害者雇用促進になる等が今まで聞かれてきた声です。



また、立ち位置が違うことで捉え方も異なります。さらに、その中でも肯定的な意見や否定的な
意見が常に入り交じることから



問題の整理がつかないまま障害者雇用代行ビジネスが増えているのが現状です。



そこで、連絡協議会としてこの問題について啓発をし続けるためにはまずは問題点を再度整理し
ようと考え、今回は一度に全ての方の声を聞くのではなく、まず一つずつ考えを聞き整理をする
ことから始めてみようとなりました。



最初の一歩として、まず障害者雇用で送り出す方の声を聞くとして、「千葉県の福祉関係機関の
方々が考える障害者雇用代行ビジネスについて知る」を目的として調査を実施しました。





今回の調査対象は、千葉県内の就労支援事業所（移行、Ａ型、Ｂ型）を対象としています。配布方法は県内
16センターが各圏域で繋がっている事業所へ配布。紙面・オンライン両方での回答を得ました。
回収状況は配布事業所数（579）、回収数（202）、回答率（32％）となっています。



障害者雇用代行ビジネスといっても、すでに多様な形態があります。これについても一度に調査するのでは
なく、今回は千葉県で多い形態として「いわゆる農園型ビジネスモデル」についてのテーマを絞りました。
そのため、共通認識で調査ができるように「農園型ビジネスモデル」についての事前説明資料を添付してい
ます。



アンケート調査結果について説明させていただきます。ここではアンケートの回答を追っていきながら、概
要と特別部会からこの部分は解説をさせていただきたいというポイントを抜き出しての説明とさせていただ
きます。説明の流れとしては、①回答者について、②ビジネス事業所を知っていて関わったことがある事業
所からの回答、③福祉関係機関として雇用代行ビジネスをどう考えているかの3点となります。



まずは「①回答者についてです」回答された202事業所の方の属性についてです。



次が回答者の役職について調査したものとなります。



こちらは回答者の就労支援歴となります。



回答のあった事業所の圏域毎の内訳となります。



このビジネスモデルへの認知度についてです。知っているが約8割となっており、「知っていて
関わったことがある」がその半数の84事業所から回答がありました。



ここからは、先程の回答で「ビジネス事業所を知っていって関わったことがある事業所」84事業
所からの回答になります。まずは、84事業所の内訳です。就労移行が半数以上、Ｂ型事業所が多
いのはやはり就職のし易さからでしょうか。



次が知ることになった経緯です。
ビジネス事業所からの営業はやはり多い様子です。だからこそ営業を受ける側は正確な情報が必
要と考えます。





回答者202事業所への設問となっています。関わったことがあると回答した84事業所から農園に
就職した方がいると回答された事業所数は75事業所となります。



こちらは、当事者の方が就職を希望した理由です。これを見ると地域的な求人の少なさではなく、就職し易
さがポイントとして大きい印象が受けます。就職のし易さについて私たち支援者側が当事者、家族に対して
メリット、デメリットをどう適切に伝えていくのか？についても考えていく必要性を感じます。



農園を利用している方の定着支援の内容を聞いた調査となります。定着支援に関してＡ、Ｂ、移行全ての事
業所が実施している中で、生活だけでなく、就業の支援もしているという部分についてです。本来、雇用継
続のサポートに関してビジネス事業所は役割として掲げているところが多いです。



就業関係はビジネス事業所がサポート。生活については支援機関となるはずですが実際は就業支援も支援機
関は受けているとなっています。定着支援の量がやみくもに増えていくことも懸念があります。改めて、ビ
ジネス事業所が説明する雇用継続サポートの意味について調査をしていく必要はあるかと考えます。



次は定着支援に伴う連絡調整先についての調査です。
こちらも直接、企業と支援機関やり取りをする形態が多いことがわかります。ビジネス事業所毎
に違う可能性もありますが、やはりその役割についての確認が欲しいところです



ビジネス事業所との連携について聞いた設問についてです。「ビジネス事業所と役割分担を明確にして支援
ができている」、「報告、連絡、相談等を密にして連絡が取れている」等のビジネス事業所とやり取りがあ
り連携できていると感じている方の回答と先ほどの回答でもありました「雇用企業と当事者本人との連絡が
主でありビジネス事業所とは連携できていない」と感じている方の回答」は半々となっています。



こちらは農園で働いている方の相談内容です。



その他の意見として、当事者の方から支援機関が聞き取りをした際に「ビジネス事業所は紹介したら関係は
無くなると言われた」という意見が気になるところです。これは、先ほども話したように雇用継続サポート
についてHP上でもその後もサポートしますと説明している部分からすると困ったら支援機関と話してくださ
いでは問題となります。



ここからは③福祉関係機関として雇用代行ビジネスをどう考えているかについて、202事業所全
数からの回答となります。「農園で収穫した野菜の利用方法について知っていましたか？」とい
う設問です。



「収穫した野菜の利用方法について望ましい形は何だと思いますか？」という設問です。生産性
の向上を目指して収穫計画を立てた方が良い、福利厚生等、企業毎に用途がはっきりしていれば
問題無い、収穫した野菜は販売して利益を得る方が望ましいという意見が多く見られました。





TOP３は仕事の目標、働き甲斐を現場の従業員へ説明すること、現場担当者への研修体制を整備
すること、障害者雇用に関してのノウハウを学び現場へ反映すること。となります。これは農園
に限らず障害者雇用共通の部分もあると感じます。





トップ３は雇用する障害者への働く価値や意味の醸成、障害者雇用による企業経営や共に働く社員への相互作用、障害者の
キャリア形成と戦力の発揮が挙げられました。これは、遠距離で業務内容もパッケージングされている障害者雇用形態から
こその問題点を回答事業所が感じていることがわかります。また、1事業所だけでは企業に伝えずらい部分もあるのではと考
えると協議会として啓発していくべき内容だと改めて考えます。



反面、その他の意見として、肯定的な視点についての意見もあります。



次はこのビジネスモデルの良いと思う部分についての調査です。
障害者の人が取り組みやすい仕事である、本社での切り出しが困難な方にも働く機会を提供でき
る、給与がしっかり保障されているが上位回答となります。





最後の設問として、このビジネスモデルで不十分な部分についての調査となります。
横並びの回答数が多いですが、大きく差をつけた回答が2つあります。「共生社会の理念に沿っ
ていないと感じる」と「雇用率をお金で買っている印象が強い」です。



いずれも実際に農園を直に見ているからこそ共通のワードで実際の現場についての不足感を回答
者さんが感じていることがわかります。



現場企業担当者への支援について本来の障害者雇用であれば私たちナカポツや支援機関はスムーズに支援で
きるでしょう。しかし、人選から業務内容、研修までがパッケージングされているため、柔軟な相談ができ
ないこの雇用形態はそれを妨げている形となっていると言えます。





今回の調査で分かったこととして、①回答者の8割がビジネス事業所を知っている。内半分は実際に関わって
いた事業所。②当事者、家族からの希望が多い。定着支援は全事業所が実施。内8割は就労支援も行っている。
③送り出す側として課題と思うことが多いビジネスモデルであると認識している事業所が多い。ということ
があらためてわかりました。



この「障害者雇用代行ビジネス」問題は、実施会社の良し悪しだけでなく、「障害者雇用の雇用の質」を考えていく上で社
会がどうあるべきかを考えさせられる事実が多く含まれている重要な問題であると考えます。今回は支援者側の視点からの
調査を行いました。冒頭でも説明をしましたが、調査をすることによってそれぞれの視点、立場の方がどう捉えているのか
を整理することができます。その情報をもとに私達は多くの方へわかりやすくこの問題について啓発活動を行っていきたい
と考えます。



次回に向けては2つの考えを検討中です。一つは違う対象へのアンケート調査。もう一つはより
大きな規模での調査を行っていきたいと考えています。



私達特別部会は調査を継続していくことで、この問題を整理し、正確な情報を知ることで、適切
な情報を持って、「障害者雇用のあるべき姿」をそこに関わる人たちへ伝えていくことを念頭に
継続した調査活動をしていきたいと考えています。
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